
  30日機輸大阪第 105号 

平成 31年 2月 27日 

各  位 

                                    日本機械輸出組合 

                                   大阪支部長 黒田勝史 

 

「EU 循環経済（Circular Economy）政策の最新動向」セミナーのご案内 

 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 さて、欧州委員会が 2015年に発表した「Circular Economy政策」は、従来型の環境政策の枠

組みを超え、欧州の成長戦略の一環として進められており、デジタル技術の発展を組み入れた資

源等の管理やシェアリング等のビジネスモデルの転換が図られる一方、再生資源利用率の規定化

などによる事実上の欧州市場への参入障壁となる懸念があるなど、様々な観点で注目を集めてい

ます。 

そこで、今般、公益財団法人日本生産性本部コンサルティング部エコ・マネジメント・センタ

ー長 喜多川和典氏を講師にお迎えし、欧州の最新事情を踏まえた下記セミナーを開催いたしま

す。 

本セミナーは組合員企業の社員様ならどなたでもご参加頂けますので、ご関係各位にも本案内

をご回覧の上、ぜひご参加下さいますようお願い申し上げます。 

敬  具 

 

記 

１．日 時：平成 31年 3月 27日(水) 15：00～17：00 

２．場 所：日本機械輸出組合 大阪支部 会議室（大阪市中央区南本町 3-6-14イトウビル 3階） 

※下記 URL参照 

http://www.jmcti.org/jmchomepage/shoukai/shozaichi/index.htm#osaka  

３．テーマ：「欧州 Circular Economy 政策の最新動向」（仮題） 

４．講 師：公益財団法人日本生産性本部 コンサルティング部 エコ・マネジメント・センター長 

        喜多川 和典 氏 

５．参加費：無料（組合員企業限定とさせていただきます。） 

６．お申込み：3 月 19日（火）までに下記の当組合ホームページよりお申し込みください。 

（http://www.jmcti.org/jmchomepage/semminar/index.htm#Circular_Economy） 

【講師紹介】 

芝浦工業大学工学部卒。社会調査研究所を経て、1999年社会経済生産性本部（現 公益財団法

人日本生産性本部）入所。上智大学非常勤講師、経済産業省環境経済ビジョン研究会委員、エ

コプアワード選考委員。 

主な著書：『中小企業のための環境会計』（中小企業基盤整備機構、2006年）、『材料の再資源化

技術辞典』（産業技術サービスセンター、2017 年、共著）など多数。 

 

http://www.jmcti.org/jmchomepage/shoukai/shozaichi/index.htm#osaka
http://www.jmcti.org/jmchomepage/semminar/index.htm#Circular_Economy


 

 

※定員（40名）に達し次第締切とさせていただきますので予めご了承願います。 

※受講券の発行はございません。セミナー当日、お名刺を会場受付にお渡し下さい。 

※キャンセルの場合は下記事務局までメールにてご連絡下さい。 

 

 

  お問合せ先： 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

 

【事務局】日本機械輸出組合 大阪支部 宮脇 

E-mail：miyawaki@jmcti.or.jp 

TEL：06-6252-5781/FAX：06-6245-6343 
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